
主要部門の資金過不足

※平成２５年１０月４日開催 経済の好循環実現検討専門チーム（第２回会合） 脇田委員提出資料
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賃金と物価・生産性の関係（国際比較）

○諸外国においては、名目賃金上昇率が物価上昇率と同水準あるいはそれを上回る傾向（リーマンショック
後も同様）。
○我が国だけは、名目賃金の下落率が消費者物価の下落率より大きく、労働生産性の伸び率よりも一人あた
り雇用者報酬の伸び率の方が低い。
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※平成２５年９月２４日開催 経済の好循環実現検討専門チーム（第１回会合） 山田久日本総合研究所調査部長提出資料に一部加筆
（備考）【日本（80年～96年）】については、OECD “Economic Outlook”、厚生労働省「毎月勤労統計調査」により作成。名目賃金は、30人以上の事務所、一般・パート計。

生産性と賃金



製造業の付加価値労働生産性と物的労働生産性

（注）生産量を雇用者数で割ったものを物的生産性、付加価値額（法人企業統計）を雇用者数で割ったものを付加価値生産性としている。
生産量は鉱工業生産指数（製造工業）
雇用者数は製造業常用雇用（毎月勤労統計、事業所規模30人以上）
付加価値額＝経常利益＋人件費＋支払利息＋減価償却費（季報ベース）

※平成２５年９月２４日開催 経済の好循環実現検討専門チーム（第１回会合） 山田久日本総合研究所調査部長提出資料

図表14

16


